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2 2014（平成26年）

　本年４月からの消費税引上げに伴い、運賃支払いにパスモやス
イカなどのICカードを利用している場合には、鉄道やバス会社の
判断により、１円単位運賃も登場します。現金で切符を購入する
自動券売機では従来どおり10円単位の運賃です。ICカード運賃は、
現金運賃と同額かそれより安くなることを基本としています。

消費税引上げで鉄道・バスに１円単位運賃も

2月の税務と労務2月 （如月）FEBRUARY
11日・建国記念の日
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国　税／ 平成25年分所得税の確定
申告 2月16日～3月17日

 （還付申告は申告期間前でも
 受け付けられます）
国　税／ 贈与税の申告

 2月1日～3月17日
国　税／ 1月分源泉所得税の納付

 2月10日
国　税／ 12月決算法人の確定申告

（法人税・消費税等） 2月28日

国　税／ 6月決算法人の中間申告
 2月28日

国　税／ 3月、6月、9月決算法人の消費
税等の中間申告

（年3回の場合） 2月28日
国　税／ 決算期の定めのない人格な

き社団等の法人税の確定申
告及び納付 2月28日

地方税／ 固定資産税の第4期分の
納付
 市町村の条例で定める日

うめ



2月号─2

　

失
業
等
給
付
を
受
給
で
き
な
い
求

職
者
に
対
し
、
求
職
者
支
援
訓
練
や

公
共
職
業
訓
練
を
無
料
で
受
講
で
き

る
機
会
を
提
供
す
る
と
と
も
に
、
一

定
の
場
合
に
は
訓
練
期
間
中
に
給
付

金
を
支
給
、
さ
ら
に
訓
練
終
了
後
も

ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
で
、
き
め
細
や
か
な

就
職
支
援
を
行
う
な
ど
し
て
、
早
期

就
職
の
実
現
を
積
極
的
に
支
援
す
る

こ
と
を
目
的
に
、
恒
久
的
な
セ
ー
フ

テ
ィ
ネ
ッ
ト
と
し
て
、
平
成
二
十
三

年
十
月
一
日
か
ら
求
職
者
支
援
制
度

が
実
施
さ
れ
て
い
ま
す
。

求
職
者
支
援
訓
練
の
対
象
者

　

本
訓
練
の
対
象
者
は
、
ハ
ロ
ー
ワ

ー
ク
に
求
職
の
申
込
み
を
し
て
い
る

人
（
被
保
険
者
及
び
受
給
資
格
者
を

除
く
）
で
あ
っ
て
、
労
働
の
意
思
及

び
能
力
が
あ
り
、
さ
ら
に
職
業
訓
練

そ
の
他
の
支
援
措
置
を
希
望
す
る
人

の
う
ち
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
が
必
要
が
あ

る
と
認
め
た
（
特
定
求
職
者
）
次
の

い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
人
で
す
。

①　

雇
用
保
険
に
加
入
で
き
な
か
っ

た
人

②　

失
業
保
険
受
給
中
に
再
就
職
で

き
な
い
ま
ま
、
支
給
が
終
了
し
た

人
③　

雇
用
保
険
の
加
入
期
間
が
足
り

な
い
た
め
、
失
業
保
険
を
受
け
ら

れ
な
い
人

④　

自
営
廃
業
者 

⑤　

学
卒
未
就
職
者
（
就
職
先
が
決

ま
ら
な
い
ま
ま
高
校
・
大
学
等
を

卒
業
し
た
人
）
等

無
料
の
職
業
訓
練

　

本
訓
練
は
求
職
者
支
援
制
度
に
よ

っ
て
新
た
に
創
設
さ
れ
た
訓
練
で
、

厚
生
労
働
省
の
認
定
を
受
け
た
民
間

訓
練
機
関
が
実
施
機
関
と
な
っ
て
、

就
職
に
必
要
な
技
能
や
知
識
を
習
得

で
き
る
訓
練
（
無
料
）
と
し
て
、
⑴

求
職
者
支
援
訓
練
と
⑵
公
共
職
業
訓

練
を
実
施
し
て
い
ま
す
。

⑴
　
求
職
者
支
援
訓
練

　

多
く
の
職
種
に
共
通
す
る
職
務
遂

行
の
た
め
の
基
本
的
能
力
を
習
得
す

る
た
め
の
「
基
礎
コ
ー
ス
」（
パ
ソ
コ

ン
ス
キ
ル
、
ビ
ジ
ネ
ス
ス
キ
ル
、
一

般
・
経
理
事
務
な
ど
の
基
礎
）
と
、
あ

る
特
定
の
職
種
の
職
務
遂
行
に
必
要

な
実
践
的
能
力
を
習
得
す
る
た
め
の

「
実
践
コ
ー
ス
」（
Ｉ
Ｔ
や
医
療
事
務
、

福
祉
、
営
業
・
販
売
・
事
務
、
農
業
、

林
業
、
環
境
な
ど
）
が
あ
り
ま
す
。

　

テ
キ
ス
ト
代
等
は
実
費
負
担
で
す

が
入
学
料
及
び
受
講
料
は
無
料
、
訓

練
期
間
は
三
カ
月
〜
六
カ
月
の
適
切

な
期
間
、
訓
練
時
間
は
一
月
に
つ
き

百
時
間
以
上
で
、
か
つ
、
一
日
に
つ

き
原
則
と
し
て
五
時
間
以
上
六
時
間

以
下
で
あ
る
こ
と
が
要
件
で
す
。

⑵
　
公
共
職
業
訓
練

　

国
や
都
道
府
県
が
設
置
す
る
職
業

訓
練
校
や
専
修
学
校
な
ど
の
民
間
教

育
訓
練
機
関
な
ど
で
、
あ
る
職
業
に

必
要
、
か
つ
、
よ
り
専
門
的
な
知
識
・

技
能
を
習
得
す
る
た
め
に
行
う
訓
練

で
す
。
ち
な
み
に
、
こ
れ
は
特
定
求

職
者
に
限
定
し
た
訓
練
で
は
あ
り
ま

せ
ん
。

就
職
の
支
援

　

ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
が
中
心
と
な
り
、

職
業
訓
練
を
受
講
す
る
特
定
求
職
者

等
に
対
し
、
①
職
業
相
談
、
②
求
人

情
報
の
提
供
、
③
履
歴
書
の
作
成
に

か
か
る
指
導
、
④
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
が

行
う
就
職
説
明
会
の
周
知
、
⑤
ハ
ロ

ー
ワ
ー
ク
へ
の
訪
問
指
示
、
⑥
求
人

者
に
面
接
す
る
に
当
た
っ
て
の
指
導
、

⑦
ジ
ョ
ブ
・
カ
ー
ド
の
作
成
の
支
援

及
び
交
付
、
⑧
そ
の
他
申
請
職
業
訓

練
を
受
講
す
る
特
定
求
職
者
等
の
就

職
の
支
援
の
た
め
必
要
な
措
置
が
実

施
さ
れ
て
い
ま
す
。

職
業
訓
練
受
講
給
付
金

　

職
業
訓
練
受
講
中
、
生
活
の
心
配

を
せ
ず
に
安
心
し
て
訓
練
を
受
け
る

こ
と
が
で
き
る
よ
う
、
一
定
要
件
を

満
た
し
た
求
職
者
に
は
、
求
職
者
支

援
制
度
の
一
環
と
し
て
、
原
則
と
し

て
最
長
で
一
年
を
限
度
に
、「
職
業

求
職
者
支
援
制
度

－

失
業
保
険
を
受
け
ら
れ
な
い
人
へ
の
支
援

－



3─2月号

訓
練
受
講
給
付
金
」
が
支
給
さ
れ
ま

す
。

　

職
業
訓
練
受
講
給
付
金
に
は
、
職

業
訓
練
受
講
手
当
と
通
所
手
当
（
交

通
費
）
が
あ
り
ま
す
。

⑴
　
支
給
対
象
者

　

次
の
す
べ
て
の
要
件
を
満
た
し
た

求
職
者
が
対
象
と
な
り
ま
す
。

①　

雇
用
保
険
の
被
保
険
者
で
は
な

い
こ
と
、
ま
た
雇
用
保
険
の
求
職

者
給
付
を
受
給
で
き
な
い
こ
と
。

②　

本
人
収
入
が
月
額
八
万
円
以
下

で
あ
る
こ
と
。 

③　

世
帯
（
同
居
ま
た
は
生
計
を
一

に
す
る
別
居
の
配
偶
者
、
子
、
父

母
。
以
下
同
じ
）
全
体
の
収
入
が

月
額
二
十
五
万
円
（
年
額
三
百
万

円
）
以
下
で
あ
る
こ
と
。

④　

世
帯
全
体
の
金
融
資
産
が

三
百
万
円
以
下
で
あ
る
こ
と
。

⑤　

現
在
住
ん
で
い
る
土
地
・
建
物

以
外
に
土
地
・
建
物
を
所
有
し
て

い
な
い
こ
と
。

⑥　

訓
練
の
す
べ
て
の
実
施
日
に
訓

練
を
受
講
し
て
い
る
こ
と
（
や
む

を
得
な
い
理
由
に
よ
り
受
講
し
な

か
っ
た
場
合
は
、
八
割
以
上
出
席

し
て
い
る
こ
と
）。

⑦　

訓
練
期
間
中
か
ら
訓
練
終
了
後

に
お
い
て
も
、
定
期
的
に
ハ
ロ
ー

ワ
ー
ク
に
行
き
、
職
業
相
談
を
受

け
る
こ
と
。

⑧　

同
じ
世
帯
の
中
に
、
同
時
に
本

給
付
金
を
受
給
し
た
り
、
訓
練
を

受
け
て
い
る
人
が
い
な
い
こ
と
。

⑨　

既
に
本
給
付
金
を
受
給
し
て
訓

練
を
受
け
た
こ
と
が
あ
る
場
合
は
、

前
回
の
受
給
か
ら
六
年
以
上
経
過

し
て
い
る
こ
と
（
基
礎
コ
ー
ス
に

続
け
て
公
共
職
業
訓
練
を
受
け
る

場
合
は
六
年
以
内
で
も
対
象
と
な

る
こ
と
が
あ
り
ま
す
）。

⑩　

過
去
三
年
以
内
に
失
業
等
給
付

等
を
不
正
に
受
給
し
て
い
な
い
こ

と
。

⑵
　
給
付
額

①　

職
業
訓
練
受
講
手
当

　
　

給
付
金
支
給
単
位
期
間
（
訓
練

の
開
始
日
か
ら
一
カ
月
ご
と
に
区

切
っ
た
期
間
）ご
と
に
十
万
円
が
、

一
年
相
当
（
必
要
な
場
合
は
二
年

相
当
）
分
支
給
さ
れ
ま
す
。

　
　

な
お
、
日
数
が
二
十
八
日
未
満

の
給
付
金
支
給
単
位
期
間
に
つ
い

て
は
、
三
、五
八
〇
円
に
日
数
を

掛
け
た
額
と
な
り
ま
す
。

②　

通
所
手
当

　
　

通
所
経
路
に
応
じ
た
所
定
の
実

費
が
支
給
さ
れ
ま
す
が
、
上
限
が

あ
り
ま
す
。

⑶
　
留
意
点

　

や
む
を
得
な
い
理
由
が
あ
る
場
合

を
除
き
、
一
度
で
も
訓
練
を
欠
席
し

た
り
、
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
の
就
職
支
援

を
拒
否
（
定
め
ら
れ
た
日
に
ハ
ロ
ー

ワ
ー
ク
に
行
か
な
い
こ
と
も
就
職
支

援
拒
否
の
理
由
の
ひ
と
つ
で
す
）
し

た
り
す
る
場
合
は
、
職
業
訓
練
受
講

給
付
金
が
不
支
給
と
な
る
だ
け
で
は

な
く
、
こ
れ
を
繰
り
返
す
と
訓
練
期

間
の
初
日
に
遡
っ
て
給
付
金
の
返
還

を
求
め
ら
れ
ま
す
の
で
注
意
が
必
要

で
す
。

⑷
　
そ
の
他
の
支
援

　

希
望
者
は
職
業
訓
練
受
講
給
付
金

の
ほ
か
に
、
労
働
金
庫
か
ら
「
求
職

者
支
援
資
金
融
資
」
を
受
け
る
こ
と

も
で
き
ま
す
。
金
額
は
同
居
ま
た
は

生
計
を
一
に
す
る
別
居
の
配
偶
者
等

が
い
る
人
は
月
額
十
万
円
、
そ
れ
以

外
の
人
は
五
万
円
が
上
限
で
す
。

離
職
後
の
地
域
保
険

　

訓
練
の
対
象
と
な
る
人
が
離
職
す

る
際
に
は
、
求
職
者
支
援
制
度
の
紹

介
と
併
せ
て
国
民
年
金
及
び
国
民
健

康
保
険
に
つ
い
て
ア
ド
バ
イ
ス
す
る

と
よ
い
で
し
ょ
う
。

⑴
　
国
民
年
金
の
保
険
料
免
除
制
度

　

本
人
・
世
帯
主
・
配
偶
者
の
所
得

が
少
な
く
、
前
年
所
得
が
一
定
額
以

下
の
場
合
や
失
業
し
た
場
合
な
ど
国

民
年
金
保
険
料
を
納
め
る
こ
と
が
経

済
的
に
困
難
な
場
合
は
、
本
人
か
ら

の
申
請
に
よ
り
保
険
料
が
免
除
に
な

る
場
合
が
あ
り
ま
す
の
で
、
住
所
地

の
市
区
町
村
に
相
談
す
る
と
よ
い
で

し
ょ
う
。

　

免
除
額
は
、
全
額
、
四
分
の
三
、

半
額
、
四
分
の
一
の
四
種
類
が
あ
り

ま
す
。

⑵
　
国
民
健
康
保
険
保
険
料
の
軽
減

措
置

　

本
措
置
は
、
国
民
健
康
保
険
料
の

算
定
・
高
額
療
養
費
等
の
所
得
区
分

を
判
定
す
る
際
、
失
業
者
本
人
の
前

年
給
与
所
得
を
三
〇
％
と
し
て
計
算

し
、
保
険
料
の
負
担
を
軽
減
す
る
も

の
で
す
が
、
雇
用
保
険
の
受
給
資
格

者
で
あ
る
こ
と
が
要
件
で
す
の
で
、

求
職
者
支
援
制
度
の
対
象
者
は
保
険

料
の
軽
減
措
置
は
受
け
ら
れ
ま
せ
ん
。



2月号─4

　社員を雇い入れた場合、社会保険の被保
険者になれるか否かは次のとおり各法律に
おいて定められています。
⑴　社会保険（健康保険と厚生年金保険）
　社会保険に加入している事業所に雇い入
れられた場合は、被保険者（健康保険は75
歳未満、厚生年金保険は70歳未満）となり
ます。
　ただし、パートタイマーなど短時間労働
者については、「会社と常用的使用関係に
あり、かつ、１日または週の所定労働時間
と１カ月の労働日数の両方が、会社の同種
の業務に従事する一般社員の概ね４分の３
以上ある」場合に、給与の支給額に関係なく
社会保険に加入することができます。たと
えば１日の所定労働時間が８時間の場合は
６時間以上、勤務時間が日によって異なる
場合には、１週間をならして週40時間なら
30時間以上必要です。

⑵　労災保険
　労災保険は、一部の事業を除き原則とし
て社員（労働者）を使用するすべての事業
に適用されます。したがって、国籍、年齢、
事業の種類、雇用形態等を問わず国内の適
用事業所で働く社員であって、賃金を支払
われていれば労災保険が適用されます。
⑶　雇用保険
　雇用保険の適用事業所に雇用される社員
は、65歳に達した日以後に雇い入れられる
人や週所定労働時間が20時間未満の人な
ど適用除外となる人を除き、原則として雇
用保険の被保険者（一般被保険者など４種
類あります）となります。
　短時間労働者については、労働時間、賃
金その他の労働条件が就業規則、雇入通知
書等により明確に定められ、週所定労働時
間が20時間以上30時間未満で、かつ、31
日以上引き続き雇用されることが見込まれ
ることが要件です。

　医薬品副作用被害救済制度は、病院や診
療所で処方された薬、薬局で購入した薬を
適正に使用したにもかかわらず発生した重
篤な副作用により、原則として入院治療が
必要な程度の病気や日常生活が著しく制限
される程度の障害など（障害等級１級、２
級程度の障害の状態）の健康被害者に対し
て迅速な救済を図ることを目的として実施
されている制度です。
　したがって、医薬品の容器や添付文書に
記載されている用法・用量、使用上の注意
に従って適正に使用しなかった場合、健康
被害が入院治療を要する程度でなかった場
合、医薬品の製造販売業者等に明らかに損
害賠償責任がある場合、対象除外医薬品に
よる健康被害の場合等は本制度の対象にな
りません。
　詳しくは、（独）医薬品医療機器総合機構
（0120-149-931）にお問い合わせくださ
い。

　
育
児
休
業
は
、
育
児
・
介
護
休
業

法
に
お
い
て
、
そ
の
期
間
中
は
労
働

が
免
除
さ
れ
て
い
る
期
間
で
す
の
で
、

産
後
休
業
に
続
き
育
児
休
業
を
取
得

す
る
労
働
者
が
、
時
効
に
よ
り
無
効

と
な
っ
て
し
ま
う
年
次
有
給
休
暇（
年

休
）を
請
求
す
る
こ
と
は
で
き
ま
せ

ん
。

　
育
児
休
業
は
原
則
と
し
て
満
一
歳

に
満
た
な
い
子
を
養
育
す
る
男
女
労

働
者
が
、
あ
ら
か
じ
め
書
類
等
に
よ

り「
育
児
休
業
開
始
予
定
日
と
育
児

休
業
終
了
予
定
日
」を
指
定
し
て
事

業
主
に
申
し
出
る
こ
と
に
よ
り
で
き

る
も
の
で
す
。
し
た
が
っ
て
、
育
児

休
業
中
等
に
年
休
を
取
得
し
た
い
場

合
は
、
産
後
休
業
後
に
希
望
す
る
日

数
の
年
休
を
取
得
し
て
、
そ
の
後
育

児
休
業
を
開
始
す
れ
ば
問
題
あ
り
ま

せ
ん
。
た
だ
し
、
育
児
休
業
期
間
自

体
は
原
則
ど
お
り
子
の
満
一
歳
の
誕

生
日
の
前
日
ま
で
で
す
。

新たに社員を雇い入れたとき

医薬品副作用被害救済制度
育
児
休
業
期
間
中
の
年
次
有
給
休
暇


